
三 次 市 長 様

集落協定名

代表者氏名 印

連　絡　先　

【様式１－１】

令和　　年　　月　　日

このことについて，別紙のとおり報告します。　　　

令和７年中山間地域等直接支払交付金収支報告書



【様式１－２】

１　交付金に係る支出額

支　　出　　項　　目 支　　出　　額　（円） 備　　　　　　　　考

【共同取組活動分】

共同取組活動分　計 円

オ）返還金

共同取組活動分（返還金含む）　計 円 →所得明細表⑤の合計と一致させてください

【個人配分】

カ）個人配分額 →所得明細表②の合計と一致させてください

支　出　合　計（ア～カの計） 円

キ）積立金＋翌年繰越額

ア）集落の各担当者の活動に対する経
費（役員報酬等）

イ）農業生産活動等の体制整備に向け
た活動等の集落マスタープランの将来
像を実現するための活動に対する経費

ウ）水路・農道等の維持管理等集落の
共同取組活動に要する経費

エ）集落協定に基づき農用地の維持・
管理活動を行う者に対する経費



【様式 １－３】

集落協定名

個人配分
収入額(円) 支出額(円) 配分額(円)

２　協定参加者別細目

令和７年中山間地域等直接支払交付金収支証明書

　令和７年(令和7年1月1日～令和7年12月31日)中に交付した中山間地域等直接支払交付金
について，上記の通り配分及び支出したことを証明する。

令和　　年　　月　　日

　三次市長　福　岡　誠　志　

協定参加者名
共同取組活動分

備　考



（ａ） （ｂ）

共同取組配分額 個人配分額 役 員 手 当 収 入 共同取組活動分 必要経費に 減価償却資産 差 引 計 減価償却費 必要経費 所得金額

出 役 賃 金 等 （①+②+③） 支 出 額 ならない支出 取 得 価 額 ｛⑤－（ａ＋ｂ）｝ ⑥＋⑦ ④－⑧
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（集落合計）

⑨① ⑧⑦②

返還金

協 定 参 加 者 別 所 得 細 目 表

収 入 必 要 経 費

③ ④ ⑤
番号 氏 名

⑥

【様式２】



（所得申告用）

（ａ） （ｂ）

共同取組配分額 個人配分額 役 員 手 当 収 入 共同取組活動分 必要経費に 減価償却資産 差 引 計 減価償却費 必要経費 所得金額

出 役 賃 金 等 （①+②+③） 支 出 額 ならない支出 取 得 価 額 ｛⑤－（ａ＋ｂ）｝ ⑥＋⑦ ④－⑧

（　　　　　　　　　　　）

注：この計算表は，税務申告の参考資料としてください。

（所得申告用）

（ａ） （ｂ）

共同取組配分額 個人配分額 役 員 手 当 収 入 共同取組活動分 必要経費に 減価償却資産 差 引 計 減価償却費 必要経費 所得金額

出 役 賃 金 等 （①+②+③） 支 出 額 ならない支出 取 得 価 額 ｛⑤－（ａ＋ｂ）｝ ⑥＋⑦ ④－⑧

（　　　　　　　　　　　）

注：この計算表は，税務申告の参考資料としてください。

（所得申告用）

（ａ） （ｂ）

共同取組配分額 個人配分額 役 員 手 当 収 入 共同取組活動分 必要経費に 減価償却資産 差 引 計 減価償却費 必要経費 所得金額

出 役 賃 金 等 （①+②+③） 支 出 額 ならない支出 取 得 価 額 ｛⑤－（ａ＋ｂ）｝ ⑥＋⑦ ④－⑧

（　　　　　　　　　　　）

注：この計算表は，税務申告の参考資料としてください。 ‘

（所得申告用）

（ａ） （ｂ）

共同取組配分額 個人配分額 役 員 手 当 収 入 共同取組活動分 必要経費に 減価償却資産 差 引 計 減価償却費 必要経費 所得金額

出 役 賃 金 等 （①+②+③） 支 出 額 ならない支出 取 得 価 額 ｛⑤－（ａ＋ｂ）｝ ⑥＋⑦ ④－⑧

（　　　　　　　　　　　）

注：この計算表は，税務申告の参考資料としてください。

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

中山間地域等直接支払交付金に係る所得計算表

集落名及び氏名

収 入 必 要 経 費

① ② ③ ④ ⑤

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

⑧ ⑨

中山間地域等直接支払交付金に係る所得計算表

集落名及び氏名

収 入 必 要 経 費

① ② ③ ④

③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

中山間地域等直接支払交付金に係る所得計算表

集落名及び氏名

収 入 必 要 経 費

① ②

中山間地域等直接支払交付金に係る所得計算表

集落名及び氏名

収 入 必 要 経 費

① ② ③ ④ ⑤


